
（取組の概要及び効果） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

茨城町 水道事業 ― ―

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

○

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済

実施予定

平成

年 月 日

検討中 ○

・水道事業における受付業務，検針業
務，調定更正業務，収納業務，開閉栓業
務，滞納整理業務を包括的民間委託に
向けて検討中。（検針業務は，民間委託
済）

・費用対効果が見込めない状況のため，保留中である。

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成31年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成31年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成31年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （左記で「⑦その他」となっている場合の詳細）

（今後の経営改革の方向性等）

団体名 業種名 事業名 施設名

茨城町 工業用水道事業 ― ―

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

○

・ ③抜本的な改革の方向性について検討の前段階にあるため

・工業用水道を使用する企業がないため，今後の
事業の方向性について定められない。

・ ⑤事業の規模が小さく、人員が少ない等の理由から抜本的な改革の検討に至らないため

・ ⑦その他

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成31年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成31年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成31年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成31年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要及び効果） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

茨城町 下水道事業 公共下水 ―

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

○ ○

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設
の統廃合

汚泥処理の
共同化

実施予定

平成

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施
設の選択（最適化）

年 月 日

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

検討中 ○
・町内の広域化・共同化検討
・行政界を超えた広域化・共同化検討
・広域化・共同化に向けた課題の抽出及
び対応案の作成

検証中

実施済 ○

　公共下水処理施設等維持管理について
は，農業集落排水関連施設と共同化，包
括的民間委託による維持管理を行い，質
の高い維持管理と経費の縮減を図ってい
る。縮減の効果については，①民間の創
意工夫による効率的な運転管理による縮
減，②処理場に必要な人件費の縮減，③
資材等の調達の柔軟化，品質の適正化，
節約等による縮減，④保守点検との一体
化・効率化により人件費の縮減がされて
いる。

・管理運営業務（実施計画等の策定，
業務の統括及び総合的管理等）
・運転管理業務（運転業務，水質管理
業務，ユーティリティ調達管理業務，
修繕業務等）
・保守管理業務（機械設備・電気計装
設備・建築付帯設備・建物等の保守
点検）
・環境整備業務実施予定

平成

16 4 1

年 月 日

検討中

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成31年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要及び効果） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

茨城町 下水道事業 農業集落排水 ―

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

○ ○

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設
の統廃合

汚泥処理の
共同化

実施予定

平成

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施
設の選択（最適化）

年 月 日

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

検討中 ○
・町内の広域化・共同化の検討
・行政界を超えた広域化・共同化の検討
・広域化・共同化に向けた課題の抽出及
び対応案の作成

検証中

実施済 ○

　農業集落排水処理施設等維持管理につ
いては，公共下水道関連施設と共同化，
包括的民間委託による維持管理を行い，
質の高い維持管理と経費の縮減を図って
いる。縮減の効果については，①民間の
創意工夫による効率的な運転管理による
縮減，②処理場に必要な人件費の縮減，
③資材等の調達の柔軟化，品質の適正
化，節約等による縮減，④保守点検との
一体化・効率化により人件費の縮減がさ
れている。

・管理運営業務（実施設計等の策定，
業務の統括及び総合的管理等）
・運転管理業務（運転業務，水質管理
業務，ユーティリティ調達管理業務，
修繕業務等）
・保守管理業務（機械設備・電機設計
設備・建物等の保守点検）
・環境整備業務実施予定

平成

19 4 1

年 月 日

検討中

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成31年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成31年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況


